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平成２７年版　統計書

資料1
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※２： 近隣大学に在籍する大学生を対象としたアンケート調査に基づく分析では、潜在的な

地元就職希望者数（ 近隣大学に在籍し、東大阪市内在住で、地元の中小企業の情報を

積極的に希望している学生） は、一学年あたり 586人と算出されます。また、このう

ちの24. 1％が、就職したいと考えている業種を「 製造業」 と回答しています。

■将来展望人口

 上記の仮定に基づいた人口推計を本市の人口ビジョンとし、2060 年の時点で人口35 万人

を維持することを将来の展望とします。  

 この場合の人口推計では、2060年の段階で6. 9万人の人口増加が見込まれます。2010年の

人口を100とした指数で比較すると、2060年までの人口の減少幅が44. 3から 30. 8へと約３

割削減される見込みとなります。  

人口ビジョンと社人研推計の比較（ 総人口）

人口ビジョンと社人研推計の比較（ 2010年を100とした指数）

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

人口ビジョン 100. 0 97. 9 95. 5 92. 5 89. 3 85. 9 82. 7 79. 5 76. 2 72. 8 69. 2

社人研推計準拠 100. 0 97. 9 94. 9 90. 9 86. 3 81. 3 76. 3 71. 4 66. 4 61. 1 55. 7
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2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

人口ビジョン 509, 534 498, 664 486, 392 471, 440 454, 794 437, 641 421, 304 404, 962 388, 396 370, 704 352, 643

社人研推計準拠 509, 534 498, 664 483, 312 462, 968 439, 493 414, 491 389, 029 363, 666 338, 196 311, 475 284, 022
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施策効果

東大阪市人口ビジョン
（ 平成２８年３月策定）



総合戦略に掲載している事業のＰＤＣＡ評価について
国が示す総合戦略の手引きでは、地方版総合戦略策定にあたっての留意点等を取りまとめたものを、次のように定めて
いる。

市町村の役割

市町村には、基礎的な地方公共団体として、地域の特色や地域資源を生かし、住民に身近な施策を幅広く地方版総合戦略に盛り込み、実
施することが期待されます。

まち・ひと・しごと創生を効果的・効率的に推進していくためには、住民、ＮＰＯ、関係団体や民間事業者等の参加・協力が重要であることか
ら、地方版総合戦略は、幅広い年齢層からなる住民をはじめ、産業界・市町村や国の関係行政機関・教育機関・金融機関・労働団体・メ
ディア（産官学金労言）等で構成する推進組織でその方向性や具体案について審議・検討するなど、広く関係者の意見が反映されるように
することが重要です。
なお、地方版総合戦略の策定に当たっては、地域金融機関、政府系金融機関等の知見等を積極的に活用することも有効です。

総合戦略策定プロセス

資料2

地方版総合戦略には、盛り込む政策分野ごとに５年後の基本目標を設定します。この基本目標には、行政活動そのものの結果（アウトプッ
ト）ではなく、その結果として住民にもたらされた便益（アウトカム）に関する数値目標を設定する必要があります。

仮に、定性的な目標を設定する場合には、創生法第８条第３項の規定に基づき、その目標の達成度合いを検証できるよう、客観的な指標
を定める必要があります。なお、アウトカムに関する指標が設定できない場合には、アウトプットに関する指標を設定することも差し支えあ
りません。

まち・ひと・しごと創生を実現するためには、従来の政策の反省の上に立ち、PDCAサイクルを確立することが必要です。具体的には、まず、

効果的な総合戦略を策定し、着実に実施していくとともに、設定した数値目標等を基に、実施した施策・事業の効果を検証し、必要に応じて
総合戦略を改訂するという一連のプロセスを実行していくことになります。

総合戦略の効果検証に際しては、その妥当性・客観性を担保するため、行政の中だけで行うのではなく、総合戦略策定プロセスで述べた
推進組織などを活用して、外部有識者等の参画を得ることが重要です。

数値目標・重要業績評価指標（KPI）の設定

ＰＤＣＡサイクル

外部有識者の参画



東大阪市まち・ひと・しごと創生総合戦略について（全体像）

中長期展望
（2060年を視野）

総合戦略（平成27年度～平成31年度の５か年）人口ビジョン（ 2060年を視野）

基本目標（成果指標、2020年） 主な業績評価指標（ＫＰＩ） 主な施策

・技術や製品の高付加価値化促進
・販路開拓のための国内展示会等
出展支援、
・ラグビーワールドカップ2019の花
園開催に伴う海外バイヤーとの商
談会
・就労支援ワンストップ窓口の設置
・モノづくり企業のＰＲ冊子等の作
成・配布 等

東大阪市観光振興計画 の策定

産業振興により雇用を提供する

◆市内企業の総従業者数

235,585人 ⇒ 220,000人
（平成24年） （平成31年）
（参考）平成21年：252,197人

新製品・新技術の開発支援件数

平成31年度までに延べ40件

従業員１人当たりの製造品出荷額等
（※従業者４人以上の事業所）

2,088万円 ⇒ 2,200万円
（平成25年） （平成31年）

学生の地元企業への就職数

平成31年度までに延べ400人

平成２６年１１月に閣議決定されたまち・ひと・しごと創生法に基づき、人口減少対応と地域課題の解決に向けて、本市においてもまち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、総
合戦略という）の策定に取り組み、平成２８年３月末に策定した。

284,022

352,643

資料３－１

東大阪市においても、人口減少が本格化してく
ることが予測されており、平成24年の国立社会保
障・人口問題研究所の推計をもとに試算すると、
平成22年の国勢調査時点における509,534人か
ら、平成72年には約284,000人へと、半数近く減少
するシュミレーション結果が出ている。中でも、若
年層の人口が市全体の平均を上回り大きく減少
することで、更なる高齢化が予想されている。
こうした本市の課題に対応していくため、本市の
特色を活かして持続可能な発展を見据えた総合
戦略を策定し、着実に実行していくことで、市民が
希望あふれる生活を営むことができるまちづくり
に取り組んでいく。

・東大阪市観光振興計画」の策定
・東大阪版ＤＭＯを立ち上げ
・観光プロモーション事業
・名産品開発事業
・ラグビー場来訪者消費拡大シス
テム構築
・公共サインの設置 等

・妊産婦健診の公費負担の拡充
・不妊症・不育症の啓発事業と相
談体制の充実
・出産記念品事業
・リフレッシュ型一時預かり保育の
お試し券プレゼント事業
・三世代近居の住宅購入者への
補助金支給 等

・まちづくり意見交換会事業
・地域まちづくり活動助成事業
・コンパクトシティ形成推進事業
・良好な市街地形成推進事業 等

平成31年度までに延べ12万人

人を呼び込む流れをつくる
◆新規イベント等の参加者数 着地型観光プログラムへの参加者数

平成31年度までに延べ700人

お試し券プレゼント事業でリフレッ
シュ型一時預かり保育の利用者数

平成31年度までに延べ1,000人

時代に合った地域をつくる 市民活動団体への助成事業数

171 ⇒ 300
（平成26年） （平成31年）

◆東大阪市への居住意向
（アンケートで市内で住み続けたいと
答えた人の割合）

67.9％ ⇒ 80％人
（平成24年） （平成31年）

イベントでのカップル成立数

平成31年度までに40組

居住を誘導する区域における人口
密度の増減率

１ ⇒ 0･98以上
（平成28年度末） （平成31年度末）

22,620人 ⇒ 21,500人
（平成26年度末）（平成31年度末）

（住民基本台帳）

若い世代の結婚・出産・子育
ての希望をかなえる
◆ ０～５歳人口

産後１ヶ月健診受診率

平成31年度までに100%



平成２８年度に国の交付金を活用して実施した事業内容

本市の企業集積は、定住人口を支える雇用の場としても機能して
いるため、企業の技術力を海外にもプロモーションしていくことや、
更に活躍できる分野を広げていく取組みをおこなうことにより、企
業が発展して雇用者を増やすことに結び付いていく。

そのような民間企業の取組みを行政が支援するとともに、地域の
企業の自立性を引き出していき魅力アップを図ることで、地域企業
のステイタスと雇用吸引力を高め、全国から若者を中心として就
職希望者が集まってくる地域づくりに寄与させていく。

事業目的

産業振興により雇用を提供する

事業名・・・中小企業集積地の魅力を活かしたブランド力・販路開拓力向上と雇用促進に向けた取組み
１１ 基本目標・・・

事業の内容

事業計画段階

実施状況

事業評価段階

①「モノづくり企業の魅力発信事業」
モノづくり企業の技術力をアピールする映像媒体を制作した。
②「企業・人材交流事業」

学生の就職に向けて、市内企業と若手従業員等が交流する就
活スタート応援イベントカフェトークを実施した（２回の実施で１７
社、学生９２名が参加）。
③「国内展示会への出展事業」

国内展示会等に出展する２４件に対し、出展料の支援をする助
成金を交付した。
④「海外向けプロモーション事業」

資料３－２

学生等の地元企業への就職数 ６０人
展示会出展での商談件数500件

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

①「モノづくり企業の魅力発信事業」
モノづくり企業の技術力をアピールする映像媒体を制作。
②「企業・人材交流事業」
学生の就職に向けて、企業の若手従業員等と交流する催し。
③「国内展示会への出展事業」

国内展示会等に出展される際に２０万円を上限に出展料の支
援をする助成金を交付。
④「海外向けプロモーション事業」

海外向けに東大阪の優れた技術や製品を紹介する媒体を制作。

２３，０４８千円

事業予算額

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

１９，７３０千円

事業実績額

就職数３７人
商談件数 1,310件

海外向けに東大阪の優れた技術や製品を紹介する冊子「東大
阪モノづくり製品選２０１６」を３，０００部並びに動画制作。



平成２８年度に国の交付金を活用して実施した事業内容

大阪観光局が観光地経営の視点に立った観光地域づくりの舵
取り役（ＤＭＯ）となり、関係者と協働しながら、明確なコンセプ
トに基づく観光地域づくりを実現するためのＤＭＯ戦略を策定
する。

個別のエリアをマネジメントする地域ＤＭＯを設立する東大阪
市と試験的に連携を図ることで、大阪全体としてより大きな効
果を生み出していく。

事業目的

<東大阪版ＤＭＯの立ち上げ ラグビー観光やモノづくり観光の

事業の内容

事業計画段階

・東大阪版ＤＭＯとなる（一社）東大阪ツーリズム振興機構を立ち
上げ
・ラグビー観光戦略の推進に向けた取り組みを実施
・モノづくり観光戦略の推進に向けた取り組みを実施
・集客を地域消費に結びつけるまち歩き観光、取組内容の周知を
実施
・推進協議会を運営

【詳細は別紙参照】

実施状況

事業評価段階

事業名・・・大阪版ＤＭＯ推進・連携事業

基本目標・・・人を呼び込む流れをつくる２２

来阪外国人数 766万人
外国人旅行消費額 617,624百万円
延べ宿泊者数 3,199千人

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

<東大阪版ＤＭＯの立ち上げ、ラグビー観光やモノづくり観光の
戦略策定>
（１）ラグビー観光戦略の推進
（２）モノづくり観光戦略の推進
（３） (１)(２)の集客を地域消費に結びつけるまち歩き観光、取
組内容の周知

（４）組織立上げ・協議会運営等

４２，３４７千円（東大阪市の取組み分）

事業予算額

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

事業実績額

３４，３３０千円

来阪外国人数 941万人
外国人旅行消費額 864,054百万円
延べ宿泊者数 3,142千人



平成２８年度に国の交付金を活用して実施した事業内容

東大阪市花園ラグビー場での試合観戦者に対し、試合終了後
に市内飲食店へのスムーズな来店につなげるユーザーフレン
ドリーな仕組みをＷｅｂで構築する。

ラグビーの文化であるアフターマッチファンクション（試合終了
後に敵味方に関係なく両選手のプレーをたたえあうなど、ファ
ン同士の交流）を進めるため、それを歓迎する店舗を表示して
おき、地域で人の流れを創り出す取り組みを行っていく。
また、花園ラグビー場周辺の公共サインを整備する。

事業目的

事業の内容

事業計画段階

①ラグビー（スポーツ）文化の定着化を目指して、ワールドカップが
開催される2019年にはアフターマッチファンクションの市内店舗の
利用を促進するためのプラットフォームとしてナビシステムを開発
した。試合観戦者を市内飲食事業者の店舗に誘導するICTシステ
ムの開発を実施して約40店舗が加盟。

本市では毎年全国高校ラグビー試合が開催され、唯一の聖地花
園を有する強みを生かしてラグビー観戦後に海外で行われている
ラグビー文化（アフターマッチファンクション）をまちぐるみで推進す
る。

②花園ラグビー場の公共サインについて 策定した東大阪市公共

実施状況

事業評価段階

事業名・・・聖地・花園ラグビー場来場者をターゲットとした消費拡大のシステム構築

基本目標・・・人を呼び込む流れをつくる３３

花園ラグビー場での試合後の飲食店利用件数
１００件（グループ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

①飲食店を利用する座席予約（３０分後に来店すればその時
点の順番待ちが１番となるなど）が行える仕組みのサイト「東大
阪グルメナビ」を構築した。これまでは、単独施策としてラグ
ビー場活用、商店街活性化等を行っているが、本事業は観光
振興という新事業への取り組みと同時に、単独施策を連携させ
る効果創出を図るものである。

②花園ラグビー場周辺の公共サインを整備した。

２１，９０４千円

事業予算額

②花園ラグビー場の公共サインについて、策定した東大阪市公共
ラインガイドラインに基づいて、整備をおこなった。

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

事業実績額

稼動の開始（登録は約４０店舗）
（完成が年度末となったもの）

１８，５７６千円



別紙





































平成28年度事業実績及び平成29年度取組内容

■成果目標

指標 目標値 H29年度取組内容 所管課

市内企業の総従業者数
235,585人　⇒　220 ,000人
（ 平成24年） 　　（ 平成31年）
（ 参考） 平成21年： 252 ,197人

― モノづく り支援室

新規イベント等の参加者数 平成31年度までに延べ12万人

市政50周年記念として各種のまち歩きイ
ベントを開催するとともに、外国人にも来
てもらうための仕掛けづくりについて、実
証実験等をおこなっていく。

企画室

０～５歳人口
22,620人　  ⇒ 　 21 ,500人

（ 平成26年度末） （ 平成31年度末）
　　　　　　　　（ 住民基本台帳）

「待機児童の解消」と「在宅者の子育て
支援」

子どもすこやか部

東大阪市への居住意向
（ 東大阪市版地域分権に関する調査研究
のアンケートで「 今の場所に住み続けた
い」 「 市内の他の場所で住み続けたいと

答えた人の割合」 ）

67.9％　  ⇒ 　80％
（ 平成24年） 　（ 平成31年）

市政世論調査にて、東大阪市への居住
意向について調査を依頼

市民協働室

■評価指標
施策のＫＰＩ 目標値 H29年度取組内容 所管課

新製品・ 新技術の開発支援件数 平成31年度までに延べ40件
高付加価値化促進事業・東大阪デザイ
ンプロジェクト事業・医工連携プロジェクト
創出事業における補助金による支援。

モノづく り支援室

実績値（ H28）

不明（ 平成２８年度経済センサスの実績値が判明して
いないため）

なお、平成26年度経済センサスでは，248,510人

451人

21,394人

実績値（ Ｈ２８）

高付加価値化促進事業　７件
東大阪デザインプロジェクト事業 ３件

不明（ 平成２８年工業統計の実績値が出ていないた

※平成29年度市政世論調査にて、

居住意向について調査依頼いたします。

資料３－３

従業員１人当たりの製造品出荷額等
（ ※従業者４人以上の事業所）

2,088万円　⇒　2,200万円
（ 平成25年） 　（ 平成31年）

― モノづく り支援室

学生の地元企業への就職数 平成31年度までに延べ400人

・就活応援窓口の開設
・企業・人材交流事業の実施
・モノづくりのまち東大阪ＰＲ動画のＳＮＳ
等を通じての情報発信

労働雇用政策室

着地型観光プログラムへの参加者数 平成31年度までに延べ700人
市制５０周年事業として実施するものも
含め、約８本のまち歩きイベントを開催予
定。

企画室

イベントでのカップル成立数 平成31年度までに延べ40組
体験型もしくはツアー型イベントを３回以
上開催予定。

企画室

産後１ヶ月健診受診率
100%

（ 平成31年度）
産婦健康診査について、補助を行いま
す。

母子保健・ 感染症
課

お試し券プレゼント事業でリフレッシュ
型一時預かり保育の利用者数

平成31年度までに延べ1,000人 子どもすこやか部

市民活動団体への助成事業数
171　    ⇒   　 300

（ 平成26年） 　（ 平成31年）
地域まちづくり活動助成金を交付 市民協働室

■推進する主な事業

H27 H28 H29 H30 H31
企業が単独もしくは２社以上共同で、ま

事業名（ 実施予定年度） 事業内容

事業のKPI (※)〔 各事業の年度欄の上段は計画値、下段は実績値を記入
し、アウトカム指標で記入すること（ 難しい場合はアウトプット指標で記

入） 〕 所管課

不明（ 平成２８年工業統計の実績値が出ていないた
め）

なお、平成26年度工業統計調査では、2,150万円

37人

78人

8組

88.8%

221

H29年度取組内容

平成30年度より事業実施予定

新技術開発件
数
１０件

新技術開発件
数
１０件

新技術開発件
数
１０件

新技術開発件
数
１０件

7件

商談件数500件 商談件数250件 商談件数250件 商談件数250件 商談件数250件

商談件数1,470件 商談件数1,310件

商談件数10件

発行部数
1,000部

発行部数
1,000部

発行部数
1,000部

発行部数
1,000部

発行部数
3,000部

就労者数
６０人

就労者数
６０人

就労者数
６０人

就労者数 就労者数 就労者数 就労者数
昨年に引き続き、合同企業説明会を市

海外向けモノづく り企業ＰＲ冊子等の作
成・ 配布
（ 平成28年度～平成31年度）

海外向けの市内製造業の優れた技術や製
品を紹介する冊子等を作成し、販路拡大
を支援します。

モノづく り支援室

海外バイヤーとの商談会事業
（ 平成31年度）

学生が市内の中小企業を訪問し 市内製

モノづく り支援室

モノづく り支援室

モノづく り支援室

労働雇用政策室

企業が単独もしく は２社以上共同で、ま
たは大学等と連携して新たな産業技術の
研究や新製品の開発に向けた取り組みに
対し補助金を交付します。その際、金融
機関の協力も得ながら支援してまいりま
す。

国内市場の販路開拓のため、展示会等へ
出展する企業の出展料を補助します。

ラグビーワールドカップ2019の花園開
催に伴い、海外から多く の観光客が本市
を訪れる機会を活かし、商談会を開催し
ます。

若者や女性を含む就職希望者に対して、
職種等の希望を詳細に聞く とともに、カ
ウンセリングを通じて、就職に必要な力
を見極め、セミナーの受講などの就労支
援を行います。

たは大学等と連携して新たな産業技術
の研究や新製品の開発に向けた取り組
みに対し補助金を交付する。その際、金
融機関の協力も得ながら支援する。
市内の企業間ネットワークの維持・再構
築の為、共同開発に対して、積極的に支
援するもの。

国内市場の販路開拓のため、展示会等
へ出展する企業の出展料を補助する。

ラグビーワールドカップ2019の花園開催
に伴い、海外から多くの観光客が本市を
訪れる機会を活かし、商談会を開催す
る。

海外向けの映像媒体の作成を行う。

平成２９年７月に東大阪市就活応援窓口
を開設する。同じフロアにあるハロー
ワーク布施、布施子育て支援センター、
東大阪市住居確保給付金相談窓口とも
連携を取りながら、キャリアカウンセリン
グやセミナー等に取組み、若者や女性の
就労を支援する。

高付加価値化促進事業
（ 平成28年度～平成31年度）

国内展示会等出展支援事業
（ 平成27年度～平成31年度）

就労支援ワンストップ窓口の設置
（ 平成29年度～平成31年度）

就労者数
５０人

就労者数
２０人

就労者数
２０人

就労者数
２０人

37人

就労者数
５０人

就労者数
２０人

就労者数
２０人

就労者数
２０人

－

観光推進組織立上
観光プログラム事
業の実施回数３回

観光推進組織立上
観光プログラム事
業の実施回数3回

観光推進組織立上
観光プログラム事
業の実施回数10回

観光推進組織立上
観光プログラム事
業の実施回数２０
回

観光推進組織立上
観光プログラム事
業の実施回数２５
回

観光推進組織の事
業計画素案作成
観光プログラム３回
実施

観光推進組織立上
観光プログラム3回
実施

ノンサーベイによる
産業連関表の構築

ノンサーベイによる
産業連関表での分
析

構築

東大阪版DMOの
HPの構築。

ＤＭＯのＨＰへの訪
問者数累計50,000
人

ＤＭＯのＨＰへの訪
問者数累計
100,000人

ＤＭＯのＨＰへの訪
問者数累計
150,000人

HPの構築

昨年に引き続き、合同企業説明会を市
外で２回実施する。合同企業説明会の
前には、求職者向けに「自分に合う企業
の見つけ方」に関するセミナーを実施す
るとともに、企業向けにも「自社の魅力発
信の方法」に関するセミナーを行う。
平成２８年度に、市内モノづくり企業の魅
力を知ってもらうきっかけを作るために、
訴求力があると思われる映像媒体で
「MADE IN HIGASHIOSAKA」を作成し
た。
　本年度は、ＳＮＳでの拡散を図るととも
に、各種イベント等でも情報発信する。

・市制５０周年事業として実施するものも
含め、約８本のまち歩きイベントを開催予
定。
・その他、モノづくり観光、ラグビー観光、
文化・下町観光の取組みを推進してい
く。
ノンサーベイによる産業連関表で、観光
振興の取組みに対する経済効果が測定
できるよう、詳細な設定をおこなってい
く。

多言語によるＨＰやＳＮＳでの発信をおこ
ない、観光プロモーションを実施してい
く。

労働雇用政策室

労働雇用政策室

企画室

企画室

企画室

学生と製造業の若手従業員との交流会
（ 平成28年度～平成31年度）

学生向けモノづく り企業のＰＲ冊子等の
作成・ 配布
（ 平成28年度～平成31年度）

新たな観光まちづく りの推進事業
（ 平成27年度～平成３１年度）

来訪者の地域経済効果測定調査事業
（ 平成28年度～平成２９年度）

観光プロモーション事業
（ 平成2８年度～平成31年度)

学生が市内の中小企業を訪問し、市内製
造業の若手従業員と交流することで、人
生において働く 意義を考え、やり甲斐の
ある仕事の発見や就労意欲の向上に向け
た支援を行います。

学生に対し市内モノづく り企業の魅力や
技術力などの情報を掲載したＰＲ冊子を
配布することで、市内製造業への就職を
促進します。

「 （ 仮） 東大阪市観光振興計画」 を策定
し、東大阪版ＤＭＯを立ち上げるととも
に、地域間連携による観光モデル事業等
の実施を支援します。

本市の来訪者が地域経済に与える波及効
果について、モデル設計、分析を行うこ
とで、観光施策を立案、推進するための
基礎データとします。

本市が持つ地域資源を生かして本市の魅
力を最大限に伝え、集客につなげる観光
プロモーションに取り組みます。



平成28年度事業実績及び平成29年度取組内容

H27 H28 H29 H30 H31

事業名（ 実施予定年度） 事業内容

事業のKPI (※)〔 各事業の年度欄の上段は計画値、下段は実績値を記入
し、アウトカム指標で記入すること（ 難しい場合はアウトプット指標で記

入） 〕 所管課H29年度取組内容

主要観光施設等で
のアンケート調査
回答数1,500人。

主要観光施設等で
のアンケート調査
回答数2,500人。

主要観光施設等で
のアンケート調査
回答数3,500人。

主要観光施設等で
のアンケート調査
回答数5,000人。

220人

お土産開発3商品 お土産開発7商品 お土産開発１0商品 お土産開発10商品

6製品デザイ
ンの開発

人材育成セミナー
参加者数５０人

人材育成セミナー
参加者数１００人

人材育成セミナー
参加者数１００人

人材育成セミナー
参加者数１５０人

19人

新設 9基 新設10基
【暫定値】

新設10基
【暫定値】

新設10基
【暫定値】

新設13基

来場者7,000人

3,000人来場(同時
開催の肉フェスタ
は5,000人来場)

国内外の来訪者の属性等を分析できる
よう、旅行会社等とも連携してマーケティ
ング調査を実施していく予定。

平成２８年度にデザイン開発をした製品
について、引き続き生産や効果的な販売
に向けた取り組みを進めていく。

地域で観光振興を進めていく人材育成
に寄与するための研修やセミナーを実施
し、自ら観光の取組みを進める人の増加
につなげていく。

公共サインを有する部署に古くなったも
の等については更新するよう働きかけを
おこなっているが、平成29年度の当初予
算においては原局に予算がついていな
い状況である。引き続き、公共サインの
新設を含め、ガイドラインに則った公共
サインの設置を働きかけていく。

企画室

みどり景観課

花園ラグビーワー
ルドカップ２０１
９推進室

企画室

さだまさしの音楽コンサートを開催し、
ラグビー観戦客以外の人にも花園の魅力
を伝えます。

観光人材の育成事業
（ 平成28年度～平成31年度）

公共サインの設置
（ 平成28年度～平成31年度）

音楽フェスティバルの開催
（ 平成27年度）

マーケティング調査事業
（ 平成28年度～平成31年度）

市内での消費効果を高めるため、本市の
来訪者に訴求する魅力的な土産物開発、
食の開発に取り組みます。

地域の観光振興を推進していく ために必
要となる人材を育成します。

市内の観光スポットまでの案内板につい
て、デザインを一新し景観に配慮しなが
らも誘導につながるものとします。

企画室

本市の国内外の来訪者の目的や属性等を
分析し、ターゲットを明らかにして観光
振興の取り組みに向けて活用します。

名産品開発事業
（ 平成28年度～平成31年度）

来場者15,000人

12,500人来場

試合後の飲食店利
用件数１００件

試合後の飲食店利
用件数２００件

試合後の飲食店利
用件数２５０件

試合後の飲食店利
用件数４５０件

サイト構築

イベントでのカップ
ル成立数５件

イベントでのカップ
ル成立数８件

イベントでのカップ
ル成立数１２件

イベントでのカップ
ル成立数１５件

8件

妊婦健診公費負担
額を12万円にし、
産後1ヶ月健診費
用も4千円まで助
成。

拡充した助成
額を維持す
る。

拡充した助成
額を維持す
る。

拡充した助成
額を維持す
る。

実施

外部で行われる講
演会に保健セン
ター職員及び母子
保健・感染症課職
員で1回参加する。

講演会を市民
及び職員向け
に1回開催す
る。

講演会を市民
及び職員向け
に1回開催す
る。

講演会を市民
及び職員向け
に1回開催す
る。

参加

0 3,800 3,800

28年度同様、特に、若年層や男性で認
知度が低い不妊症・不育症について、チ
ラシを配布や講演会等の啓発活動を実
施するとともに、職員の知識の向上と、
相談技術のスキルアップを図ります。

出産記念品の選定や配布方法等につい
て検討していきます。

母子保健・ 感染症
課

子どもすこやか部

特に、若年層や男性で認知度が低い不妊
症・ 不育症について、講演会等の啓発活
動を実施するとともに、職員の知識の向
上と、相談技術のスキルアップを図りま
す。

生まれてきた赤ちゃんのために、お祝い
として出産記念品を進呈します。

ラグビー観戦客以外の人にも花園ラグ
ビー場とその周辺の施設の魅力を感じて
いただく ため、若年層を中心に楽しめる
イベントを開催します。

結婚を希望しているものの、出会いがな
い人たちを対象とした婚活イベントを実
施します。

妊婦健診の公費負担額を増額するととも
に、全額自己負担であった産後１ヶ月健
診費用を助成します。

花園ラグビー場でのイベント開催
（ 平成27年度）

ラグビー場来訪者消費拡大システム構築
（ 平成28年度）

婚活イベント事業
（ 平成28年度～平成31年度）

妊産婦健診の公費負担の拡充
（ 平成28年度～平成31年度）

不妊症・ 不育症の啓発事業と相談体制の
充実
（ 平成28年度～平成31年度）

出産記念品事業
（ 平成29年度～平成31年度）

花園ラグビーワー
ルドカップ２０１
９推進室

企画室

企画室

母子保健・ 感染症
課

花園ラグビー場の観戦客に対して、試合
後に東大阪市内の飲食店に誘導する仕組
みを構築するアプリ開発を行います。

体験型もしくはツアー型イベントを３回以
上開催予定。

東大阪グルメナビとして構築したサイトに
ついて、地域のイベント等と連携した利
用をおこなっていき、登録店舗を増やし
て利用者の増加につなげていく。

28年度同様、拡充額を維持し、産婦健康
診査費用についての助成を行います。

500 500

検討中 検討中 検討中

参加人数500人 参加人数2000人 参加人数2000人 参加人数2000人 参加人数2000人

参加人数435人 参加人数1761人

196 222 248 274 300

193 221

居住を誘導する区
域における人口密
度の増減率
（H28.3.31比）
0.99

居住を誘導する区
域における人口密
度の増減率
（H28.3.31比）
0.98

居住を誘導する区
域における人口密
度の増減率
（H28.3.31比）
0.98

居住を誘導する区
域における人口密
度の増減率
（H28.3.31比）
0.98

1.00

当該事業
の適用面
積
0㎡

当該事業
の適用面
積
1,500㎡

当該事業
の適用面
積
1,740㎡

当該事業
の適用面
積
1,740㎡

お試し券を配布するにあたり、一時預か
りのニーズについてアンケート調査を行
い、需要量に応じた、一時預かりの対象
施設の確保を検討していきます。

検討

まちづくりに関わる人や活動団体が情報
共有や交流を図れる場を実施予定

地域まちづくり活動助成金を交付

立地適正化計画策定に向けて、各種誘
導区域や誘導施設、誘導施策等につい
て検討する。

良好な職住近接の環境の再構築のた
め、都市計画制度の活用や補助制度等
について、他部局と連携しながら検討を
進めていく。
防災空地については関係部局と協議の

市民協働室

子どもすこやか部

調整中

市民協働室

まちづく りに思いのある人や活動団体が
一堂に会し、地域の活動や魅力を再認識
し、意見交換を図ることで相互理解を図
ります。

市民自らが企画・ 提案し実施する事業に
対し助成していく ことでまちづく り活動
を活性化し、市民主体の魅力ある地域づ
く りを進めます。

地域まちづく り活動助成事業
（ 平成2７年度～平成31年度）

リフレッシュ型一時預かり保育のお試し
券プレゼント事業
（ 平成30年度～平成31年度）

三世代近居のため市内に住宅を購入する
方に補助金を支給
（ 平成29年度～平成31年度）

まちづく り意見交換会事業
（ 平成27年度～平成31年度）

出産したお母さんが、家事や子育てに疲
れたときにリフレッシュしてもらえるよ
う、一時預かり保育のお試し券をプレゼ
ントします。

親の近く に住むために市内に住宅を購入
して、市外から転入する方に対して補助
金を支給します。

都市計画室
コンパクトシティ形成推進事業
（ 平成2８年度～平成31年度）

都市構造を分析し、職住近接と公共交通
を連動させた、新たな土地利用の方向性
を検討し、人口減少・ 高齢化社会に対応
したコンパクトなまちづく りを推進しま
す。

良好な市街地形成推進事業
（ 平成2８年度 平成31年度）

都市計画制度と経済・ 教育施策を連携す
ることにより、良好な職住近接の環境の
再構築を図ります。
また密集度が高い市街地において、新た 都市計画室

0

防災空地については関係部局と協議の
上、制度設計に向けて検討していく。

（※）ＫＰＩとは、実施事業を評価するための指標。アウトプットとは行政活動そのものの結果を示す数値目標で、
アウトカムはその結果として住民にもたらされた便益に関する数値目標。

（ 平成2８年度～平成31年度）
また密集度が高い市街地において、新た
な制度を確立し、防災空地を増加させる
事等により、 延焼危険度を低下させま
す。

都市計画室



人口減少対策に向けた各種情報の収集について 

 本市が策定した人口ビジョンの実現に向け、国の地方創生推進交付金等を活用しながら東大阪市まち・

ひと・しごと創生総合戦略に基づく事業を推進していくが、総合的に施策を推進していくにあたり、現在は十分

に収集できていない情報を各方面から収集し、対策に向けた検討をおこなっていく必要がある。 

【現在収集を検討・予定している情報】 

（１）住民基本台帳の転出入データ

 大阪府から提供される住民基本台帳の転出入データや、市の市民課が整備している住民基本台帳の転

出入データを収集し、どのような社会移動が生じているのかを把握して、施策展開等に生かしていく。 

（２）不動産を扱う団体や事業者からの情報

   直に転出・転入者と接している不動産業界の関係者（大阪府宅地建物取引業協会 東大阪支部、全日本

不動産協会 大阪府本部 大阪東支部）から、把握している範囲でどのような要因から転出入されているの

かを、アンケートとヒアリングにより収集する。 

（３）市への転出入者に対する窓口でのアンケート協力依頼

  市の転出入届けの窓口において、アンケートを設置して協力を呼びかけ、事象の要因分析につなげてい

く。 

【ヒアリングでの主な意見（平成 29 年 6 月 20 日、22 日実施】 

・市内産業が活性化すると人口増加に結び付くのではないか 

・子育て支援策を積極的に PRするのが、効果的ではないか 

・三世代近居の補助や新婚世帯向けの家賃補助などは魅力的ではあるが、最近の動向を見ていると、

そういった小手先の施策が居住先の決め手となりにくくなっているように感じる 

・住まいを選ぶ際、今住んでいる鉄道沿線を中心に、住環境や値段、学力や街並みを基準に選ばれて

いると思う。 

・下宿をする大学生が減っている。JR おおさか東線や阪神なんば線の開通、不景気の影響で、兵庫県

や滋賀県から 2時間ほどかけて通学する学生が増えている。 

・東大阪市は、会社員の家庭だけでなく、例えば町工場で働く人や、昔から地域で暮らす人など、いろ

んな人がいる。その環境が子どもの人間力を育てるのによいと思う。 

資料４－１ 
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平成28年における東大阪市の転入・ 転出の状況  

－平成28年 住民基本台帳に基づく人口移動－ 

【 定義】

転入超過： 一定期間における転入数が転出数を上回っている状態。転入数－転出数がプラス値

転出超過： 一定期間における転出数が転入数を上回っている状態。転入数－転出数がマイナス値

１．全国からみた転入・ 転出の状況 

転出超過数は1, 507人であり、全国4位の値である。  

○東大阪市の転出超過数は1,507人であり、全国4位の値である。

○前年（ 平成27年） の転出超過数は1,186人、全国9位の値であり、平成28年は前年比

321人の転出超過となっている。

表 転入・ 転出超過数上位20市町村（ 日本人移動者）（ 2015年, 2016年）  

「 総務省 住民基本台帳人口移動報告 平成28年(2016年)結果」 より抜粋 

資料４－２ 
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２．世代別の転入・ 転出の状況 

大学入学世代（ 15～19歳） で転入超過が多く 、子ども（ 0～9歳）、若年世代（ 20～39歳）

の転出超過が多い。定年世代（ 65～69歳） の転出超過傾向もみられる。  

○転入超過が最も多いのは15～19歳（ 170）、一方、転出超過が最も多いのは25～29歳（ -416）

である。

○転入超過は15～19歳を頂点としたピークが1か所のみであるが、転出超過は0～4歳、

25～29歳、65～69歳を頂点としたピークが3か所見られる。

○100人以上の転入・ 転出超過は、その数が多い順に

 転入超過： 15～19歳（ 170）

 転出超過： 25～29歳（ -416）、 30～34歳（ -296）、 0～4歳（ -299）、 35～39歳（ -198）、

5～9歳（ -100）

 である。

○20～24歳は転入超過（ 45） であるが、転入者数（ 2,326） と転出者数（ 2,281） が拮抗し

ている。

表 世代別転入者数、転出者数及び転入・ 転出超過数 

転入超過数

（－は転出超過）
転入者数 転出者数

15～19歳 170 712 542

20～24歳 45 2,326 2,281

90歳以上 9 82 73

10～14歳 -3 196 199

45～49歳 -6 687 693

50～54歳 -14 493 507

75～79歳 -31 176 207

80～84歳 -39 157 196

85～89歳 -42 92 134

55～59歳 -46 334 380

40～44歳 -63 945 1,008

70～74歳 -70 168 238

60～64歳 -82 237 319

65～69歳 -96 261 357

５～９歳 -100 272 372

35～39歳 -198 1,091 1,289

０～４歳 -229 678 907

30～34歳 -296 1,670 1,966

25～29歳 -416 2,339 2,755

-1,507 12,916 14,423

転入
超過

転出
超過

合計
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1位 2位

25～29歳 420 近畿（221） 関東（131）

30～34歳 308 近畿（212） 関東（71）

20～24歳 257 関東（248） -

０～４歳 229 近畿（150） 関東（25）

35～39歳 207 近畿（141） 関東（51）

５～９歳 113 近畿（87） -

65～69歳 100 近畿（75） -

単位：人

転出超過数

（総数）

地方別転出超過数ランク

３．地方区分からみた転入・ 転出超過の状況 

（ １） 転入超過 

若年世代（ 15～24歳） で、西日本（ 九州、中国、四国、近畿地方） から転入超過傾向がみ

られる。 

○市全体として、転入超過である地方は、その数の多い順に、中国（ 69）、四国、（ 61）、北

陸（ 41）、九州（ 12） である。

○転入超過数が100人以上の世代において、20人以上の転入超過数を占める地方は、その

数の多い順に、下表のとおりである。

表 転入超過世代における地方別転入超過数ランク（ 転入超過数20人以上の地方）  

（ ２） 転出超過 

近畿地方への転出超過が最も多く 、次いで関東地方が多い。 

○市全体として、転出超過である地方は、その数の多い順に、近畿（ -1,052）、関東（ -622）

であり、次いで東北（ -7）、中部（ -6）、北海道（ -3） がそれぞれ10人以下となっている。

○転出超過数が100人以上の世代において、20人以上の転出超過数を占める地方は、その

数の多い順に、下表のとおりである。

表 転出超過世代における地方別転出超過数ランク（ 転出超過数20人以上の地方）  

1位 2位 3位 4位 5位

20～24歳 302 近畿（81） 九州（61） 北陸（23）

15～19歳 203 九州（59） 近畿（40） 中国（37） 四国（33） 中部（28）

単位：人

転入超過数

（総数）

中国・四国（65）

地方別転入超過数ランク
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４．男女別の転入・ 転出の状況 

【 男女共通の特徴】  

○転入超過が最も多い世代は15～19歳、転出超過が最も多い世代は25～29歳である。

○転入超過数は20～24 歳、15～19 歳の順で多く 、九州、四国、中国、近畿地方からの転

入が多くみられる。

○20～24歳は関東地方への転出超過が最も多く 、それ以外の世代は近畿地方への転出が最

も多い。

【 男性の特徴】

○転出超過が100人以上の世代が25～39歳まで続き、女性より長い。

○20～24歳における関東地方への転出超過が目立つ。

○20～24歳における転入・ 転出超過数が200人弱で拮抗している。

○65～69歳をピークとした転出超過傾向が、女性よりも顕著である。

【 女性の特徴】

○25～29歳の転出超過数が200人を超え、突出している。
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５．近畿地方における本市への転入・ 転出状況 

 本市は、近畿地方に対する転入・ 転出者数が多いため、その状況を分析する。 

（ １） 世代別 

大学卒業・ 就職世代（ 20～24 歳） で転入超過が多く 、未就学の子ども世代（ 0～4 歳）、若

年世代（ 25～39歳）の転出超過が多い。定年世代（ 65～69歳）の転出超過傾向もみられる。

○転入超過が最も多いのは20～24歳（ 81）、一方、転出超過が最も多いのは25～29歳（ -221）

である。

○転入超過は20～24歳、45～49歳を頂点としたピークが2か所、

転出超過は0～4歳、25～29歳、65～69歳、80～84歳を頂点としたピークが4か所

見られる。

○100人以上の転出超過は、その数が多い順に

 転出超過： 25～29歳（ -221）、 30～34歳（ -212）、 0～4歳（ -150）、 35～39歳（ -141）

 である。
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滋 賀 県 -34

京 都 府 -18

大 阪 府 -865

兵 庫 県 -123

奈 良 県 -105

和 歌 山 県 93

単位：人

転入・転出

超過数

（ ２） 府県別 

大阪府への転出超過が突出して多い。 

○転入超過は和歌山県のみ、それ以外の近畿地方の府県に 

対しては転出超過である。  

○転出超過が最も多いのは大阪府（ -865） であり、2位の兵庫

県（ -123） に対し約7倍の数である。

○100人以上の転出超過は、その数が多い順に

大阪府（ -865）、兵庫県（ -123）、奈良県（ -105） である。  

○大阪府に対しては、10～14歳及び90歳以上を除く  

全ての世代で転出超過である。  

（ ３） 市町村別

・ 隣接市（ 大阪市東成区、大阪市生野区、大東市、八尾市、生駒市） に対する転入・ 転出

が多い。 

・ 八尾市、生駒市に対する転出超過が多く 、特に未就学の子ども世代（ 0～4歳） や若者世

代（ 25～39歳） でその傾向がみられる。 

・ 大東市に対し、全体としては転入超過だが、未就学の子ども世代（ 0～4歳） で転出超過

である。 

・ 大阪市東成区、大阪市生野区、大阪市平野区に対し、未就学の子ども世代（ 0～4歳） で

転入超過がみられる。  

○転入超過： 0～4歳、20～24歳（ 転入超過数1位）

 転出超過： 0～4歳、25～29歳、30～34歳、35～39歳（ それぞれ転出超過数100人以上）

 における、市町村別の特徴をみると、

 ・ 八尾市に対する転出超過数は、全体で1位（ -188） であり、転出超過数100人以上の

各世代で5位以内となっている。20～24歳で、転入超過数で3位となっている。

・ 生駒市に対する転出超過数は、全体で2位（ -136） であり、0～4歳、30～34歳、

35～39歳で1位となっている。

・ 大東市に対しては転入超過であり、転入超過数は全体で1位（ 78）、 20～24歳で1位

となっている。一方、転出超過数をみると 0～4歳で4位、35～39歳で5位となって

いる。

・ 大阪市東成区、大阪市生野区、大阪市平野区に対して、0～4歳で転入超過が10人以上

であり、1～3位を占める。

表 近畿地方における 

転入・ 転出超過 
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表 近畿地方の市町村における転入超過数上位20市町村 

（ 市全体及び転出超過数100人以上の世代を抜粋）

表 近畿地方の市町村における転出超過数上位20市町村 

（ 市全体及び転出超過数100人以上の世代を抜粋）  

順位 市町村
転入

超過数
順位 市町村

転入

超過数
順位 市町村

転入

超過数

1 大 東 市 78 1 大 阪 市 東 成 区 17 1 大 東 市 24

2 大 阪 市 東 成 区 51 大 阪 市 生 野 区 17 2 和 泉 市 15

3 大 阪 市 生 野 区 44 3 大 阪 市 平 野 区 13 3 八 尾 市 15

4 和 歌 山 市 37 4 大阪市寝屋川市 9 4 松 原 市 12

5 松 原 市 35 5 大 阪 市 浪 速 区 7 5 和 歌 山 市 10

6 奈 良 市 27 6 大阪市東淀川区 6 6 柏 原 市 8

7 天 理 市 24 堺 市 西 区 6 7 奈 良 市 7

8 寝 屋 川 市 21 8 八 幡 市 5 藤 井 寺 市 7

川 西 市 21 9 大 阪 市 鶴 見 区 4 9 天 理 市 6

10 大 阪 市 平 野 区 20 大 阪 市 旭 区 4 堺 市 中 区 6

11 堺 市 中 区 19 門 真 市 4 堺 市 南 区 6

12 堺 市 堺 区 18 交 野 市 4 宍 粟 市 6

13 泉 大 津 市 16 堺 市 堺 区 4 海 南 市 6

田 辺 市 16 堺 市 北 区 4 宇 陀 市 6

15 堺 市 南 区 13 尼 崎 市 4 15 堺 市 堺 区 5

堺 市 美 原 区 13 16 大阪市住之江区 3 泉 大 津 市 5

河 内 長 野 市 13 和 泉 市 3 富 田 林 市 5

八 幡 市 13 和 歌 山 市 3 田 原 本 町 5

大 和 高 田 市 13 葛 城 市 3

※政令市の区は１市として扱う 単位：人

市全体 ０～４歳 20～24歳

順位 市町村
転出

超過数
順位 市町村

転出

超過数
順位 市町村

転出

超過数
順位 市町村

転出

超過数
順位 市町村

転出

超過数

1 八 尾 市 -188 1 生 駒 市 -33 1 豊 中 市 -26 1 生 駒 市 -30 1 生 駒 市 -20

2 生 駒 市 -136 2 八 尾 市 -25 2 守 口 市 -23 2 八 尾 市 -26 2 豊 中 市 -14

3 大 阪 市 西 区 -107 3 吹 田 市 -14 3 大 阪 市 淀 川 区 -22 3 大 阪 市 西 区 -26 3 大 阪 市 北 区 -12

4 大 阪 市 中 央 区 -75 4 大 東 市 -13 4 大 阪 市 北 区 -19 4 大 阪 市 中 央 区 -20 大阪市東住吉区 -12

5 大 阪 市 北 区 -67 5 枚 方 市 -12 5 大 阪 市 西 区 -17 5 豊 中 市 -19 5 八 尾 市 -9

6 豊 中 市 -65 6 香 芝 市 -9 八 尾 市 -17 尼 崎 市 -19 大 東 市 -9

7 大阪市東住吉区 -63 7 奈 良 市 -8 7 大 阪 市 浪 速 区 -16 7 大 阪 市 城 東 区 -17 7 大 阪 市 西 区 -8

8 大 阪 市 城 東 区 -54 8 羽 曳 野 市 -7 8 大 阪 市 城 東 区 -15 8 大 阪 市 浪 速 区 -13 8 大 阪 市 港 区 -7

9 大阪市天王寺区 -50 大 阪 狭 山 市 -7 大阪市阿倍野区 -15 枚 方 市 -13 枚 方 市 -7

10 大 阪 市 浪 速 区 -49 10 大阪市東住吉区 -6 生 駒 市 -15 10 大阪市阿倍野区 -12 神 戸 市 東 灘 区 -7

11 大 阪 市 吹 田 市 -42 大 阪 市 城 東 区 -6 11 西 宮 市 -14 11 大阪市東住吉区 -11 11 大阪市阿倍野区 -6

守 口 市 -42 木 津 川 市 -6 12 大 阪 市 中 央 区 -13 交 野 市 -11 箕 面 市 -6

13 大 阪 市 都 島 区 -38 13 守 口 市 -5 神 戸 市 東 灘 区 -13 13 大 阪 市 淀 川 区 -10 大 和 郡 山 市 -6

大 阪 市 旭 区 -38 大阪市阿倍野区 -5 14 大 阪 市 旭 区 -12 大 阪 市 都 島 区 -10 14 大阪市西淀川区 -5

15 大阪市阿倍野区 -37 大 阪 市 此 花 区 -5 伊 丹 市 -12 15 箕 面 市 -9 大 阪 市 西 成 区 -5

大 阪 市 淀 川 区 -37 箕 面 市 -5 16 大阪市東住吉区 -10 高 槻 市 -9 羽 曳 野 市 -5

羽 曳 野 市 -37 柏 原 市 -5 17 箕 面 市 -9 17 大 阪 市 北 区 -8 斑 鳩 町 -5

18 箕 面 市 -36 大 和 郡 山 市 -5 18 大阪市天王寺区 -8 大阪市天王寺区 -8 富 田 林 市 -5

19 宝 塚 市 -32 京 田 辺 市 -5 大 阪 市 大 正 区 -8 吹 田 市 -8

20 西 宮 市 -31

※政令市の区は１市として扱う 単位：人

25～29歳 30～34歳 35～39歳市全体 ０～４歳



高齢者の就労促進に取り組む必要性 

１  人口高齢化の現状をふまえた国の動き 

資料５－２、平成２８年度版厚生労働白書（ 抜粋） 参照 

 ポイント

① 状況認識（ 危機感）  

 高齢化の進展と人口減少 

2060年の人口は8, 700万人まで減少（ 国立社会保障・ 人口研究所平成24年推計）  

高齢化率は40％程度まで上昇する見込み（ 同上）  

 労働力人口の減少（ 2015年と 2030年を比較）  

  経済成長と労働参加が適切に進まないケースで6, 598万人から 800万人減少 

  経済成長と労働参加が適切に進んだケースで236万人減少 

⇒ 総合戦略等による人口減少ストップ策が効果を上げれば2050年の35％をピークに高齢化

率は低下。＝ 人口減少への対応は待ったなしの課題。 

 また働く意欲のある高齢者が活躍することがますます重要に。＝ 生涯現役社会の実現

② 高齢者の現状 

 就労の希望と就業率 

65歳を超えても働きたい高齢者は約7割だが、就業率は、65～69歳で41. 5％、70歳以上で13. 7％

（ 合計で2割程度）  

65歳以上の就業者数は、1970年には230万人であったが、2015年には729万人に増加。就業者

総数に占める割合も上昇傾向にある。 

③ 直近の動き～日本一億総活躍プラン、働き方改革 

○ 3つの目標 

「 戦後最大の名目ＧＤＰ600兆円」「 希望出生率1. 8」「 介護離職ゼロ」  

○ 構成 

１  成長と分配の好循環メカニズムの提示 

   成長の隘路である少子高齢化に、女性や高齢者の潜在力を生かして立ち向かう。 

   子育て支援や介護支援とともに、高齢者雇用の促進に取り組む。 

２  一億総活躍社会の実現に向けた横断的課題である働き方改革の方向 

        生涯現役社会を実現するため、雇用継続の延長や定年引き上げに向けた環境を整えるととも

に、働きたいと願う高齢者の希望をかなえる就職支援を充実する必要。 

人口が減少する中で、成長力を確保していくためにも、高齢者の就業率を高めていく こと

が重要。 

資料５－１ 



２  本市の状況 

① 人口の減少と高齢化の進行の状況 

年 
推計人口 

（ 各年4月1日現在）  

高齢者人口 

（ 各年3月31日現在）

高齢化率 

（ 各年3月31日現在）  

2015年 502, 475人 131, 427人 26. 39％

2016年 500, 067人 134, 291人 27. 10％

2017年 498, 904人 135, 921人 27. 56％

② 生活保護の状況 

年度 高齢者世帯数 高齢者世帯の全保護世帯に占める割合 

2012年度 5, 773世帯 40％

2013年度 6, 291世帯 43％

2014年度 6, 689世帯 45％

2015年度 7, 057世帯 48％

2016年度 7, 298世帯 50％

③ 就業状況（ 2015年国勢調査）  

65歳以上人口（ 人）  就業者数（ 人）  就業率（ ％）  高齢化率（ ％）

全国 33, 421, 500 5, 368, 300 16. 1 26. 3

大阪府 2, 247, 300 468, 700 20. 9 26. 0

大阪市 689, 300 155, 100 22. 5 25. 6

堺市 221, 400 43, 000 19. 4 26. 4

東大阪市 135, 600 32, 800 24. 2 27. 0

３  本市の取り組みの方向性 

  以上のような状況を踏まえ、総合戦略における人口減少への対応策と並行して高齢者の就労促

進に取り組むことを考えている（ 経営企画部案）。  

特に、本市は、府内でも高齢化率、就業率ともに高めで、おそらく高齢者の所得状況は低い方

と考えられることも勘案し、元気で、就労を希望する高齢者にはその状況に適した就労の機会を

確保することにより、活気のある元気都市東大阪の実現につなぎたい。  

○ 具体的な戦略を検討し、次回改訂時にまち・ ひと・ しごと創生総合戦略に位置付けたい。 

○ 具体的な取り組みとして現時点で考えられるのは、  

・ シルバー人材センター事業の強化 

・ 高齢者を対象とした就労支援 

・ 生活保護、生活困窮者支援制度の就労支援のとりくみにおいて、高齢者を対象者に

含めていく 。  

・ 関係機関との連携により上記の取り組みを効果的に進める。 

○ 各々 の取り組みにおいての進め方とともに、目標設定が課題。 



　高齢者の就労促進に関連する国の動き

総合戦略（内閣官房） 首相官邸 厚生労働省 【労働政策】

1986 ６０歳定年の努力義務化

2006

定年を６５歳未満に定めている企
業に、「定年制の廃止」「定年の
引上げ」「継続雇用制度の導入」
のいずれかの実施を義務化

2013

継続雇用希望者全員を原則対象
者とする。
ハローワークに高年齢者総合相
談窓口設置

2015

まち・ひと・しごと創生総合戦略（２０１５～２０
１９）、まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（２０
６０年を念頭）決定
まち・ひと・しごと創生基本方針２０１５

人口減少と東京圏への人口の集中に対する危機
感から、「東京一極集中」の是正、若い世代の就
労・結婚・子育ての希望の実現、地域の特性に即
した地域課題の解決の３つを基本的視点に 必

資料５－２

した地域課題の解決の３つを基本的視点に、必
要な取り組みを進めることとされ、地方版創生総
合戦略の策定が求められた。（高齢者の就労の
促進については特段の記載なし。）

2016
総合戦略改訂
まち・ひと・しごと創生基本方針２０１６

ニッポン一億総活躍プラン決定
平成２８年版厚生労働白書
―人口高齢化を乗り越える
社会モデルを考える―
意欲と能力のある高齢者の活
躍「生涯現役社会」の実現を明
記

2017 まち・ひと・しごと創生基本方針２０１７

「一億総活躍社会」とは

シルバー人材センター「臨・短・
軽」要件の緩和
ハローワーク高年齢者総合相談
窓口が「生涯現役支援窓口」に
移行

「一億総活躍社会」とは、若者も高齢者も、女性も男性も、障害や難病のある方々も、一度失敗を経験した人も、みんな
が包摂され活躍できる社会
一人ひとりが、個性と多様性を尊重され、家庭で、地域で、職場で、それぞれの希望がかない、それぞれの能力を発
揮でき、それぞれが生きがいを感じることができる社会
強い経済の実現に向けた取組を通じて得られる成長の果実によって、子育て支援や社会保障の基盤を強化し、それ
が更に経済を強くするという『成長と分配の好循環』を生み出していく新たな経済社会システム









































































今後のスケジュール

国の地方創生推進交付金制度を活用の有無にかかわらず、平成３０年度で新たな取組みの実施を検討する場合を含め、
本有識者懇談会で総合戦略の改訂や実施事業の評価等に関し、今後もご意見を頂戴していくことをお願いいたしたい。

６月 １０月

予算要求

２月

予算査定

３月

議会審議市の予算
関連

８月 ９月 １１月

平成２９年度

資料６

７月

第１回有識者懇談会
有識者
懇談会 第２回有識者懇談会

※次年度事業追加、
総合戦略改訂に向けて等

国の
交付金 次年度事業申請

（継続、新規）

実施事業
関連 改善等を図りながら事業の実施 事業成果の

まとめ段階


